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調整グループ

１　課内の人事管理、予算執行、一般庶務及び共通的経費の執行を行った。

　　　　　学校総務サービス課の運営費　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額
	29,378
	28,578
	30,252

	決算額
	27,384
	26,150
	28,294


２　総務サービス運営事業における直接サービス関連について、関係課及び事業者との調整を行った。

　　　　　総務サービス運営に関わる事業費　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額
	1,833
	1,953
	4,155

	決算額
	937
	1,775
	3,347


３　個人型確定拠出年金に係る事業主証明書発行事務

個人型確定拠出年金は、平成28年６月３日に公布された「確定拠出年金法の一部を改正する法律」により、平成29年１月から地方公務員も加入できることになった。これに伴い、本年金加入希望者（教育庁職員及び学校教職員）が金融機関等に提出する「第２号加入者に係る事業主の証明書（共済組合員用）」の発行事務を、学校総務サービス課において行った。

　　　　令和元年度
	区　分
	証明書発行件数


	教育庁職員
	３３件

	府立学校教職員
	２５２件※１

	市町村立学校教職員
	６０９件※２

	合計
	８９４件


　　　　　　※１常勤講師７件・非常勤講師２件、※２常勤講師25件を含む。

※　教育庁職員は調整Ｇで、府立学校教職員は府立学校Ｇで、市町村立学校教職員は小中学校Ｇで、※１常勤講師・非常勤講師は非常勤・旅費Ｇで、※２常勤講師は非常勤・旅費Ｇと小中学校Ｇで当該証明書発行事務を行った。

　　　　　　
４　退職手当の支給
府立学校教職員及び府費負担教職員に対する退職手当の支給事務を行った。
令和元年度退職手当支出状況
［単位:千円］

	
	定　年　退　職
	特　別　退　職
	普　通　退　職
	計

	
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額

	小学校
	328
	7,177,039
	38
	803,969
	1,033
	528,341
	1,399
	8,509,349

	中学校
	308
	7,017,995
	35
	781,386
	525
	430,781
	868
	8,230,162

	高等学校
	388
	8,785,127
	27
	606,848
	301
	418,192
	716
	9,810,167

	支　援　学　校
	109
	2,369,217
	20
	435,872
	262
	171,332
	391
	2,976,421

	計
	1,133
	25,349,378
	120
	2,628,075
	2,121
	1,548,646
	3,374
	29,526,099


平成30年度退職手当支出状況

［単位:千円］

	
	定　年　退　職
	特　別　退　職
	普　通　退　職
	計

	
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額

	小学校
	409
	8,984,788
	30
	686,791
	2,716
	890,885
	3,155
	10,562,464

	中学校
	309
	7,072,796
	47
	1,047,651
	1,712
	667,774
	2,068
	8,788,221

	高等学校
	400
	9,092,714
	45
	1,048,184
	760
	404,084
	1,205
	10,544,982

	支　援　学　校
	113
	2,458,317
	20
	433,622
	960
	407,078
	1,093
	3,299,017

	計
	1,231
	27,608,615
	142
	3,216,248
	6,148
	2,369,821
	7,521
	33,194,684


平成29年度退職手当支出状況

［単位:千円］

	
	定　年　退　職
	特　別　退　職
	普　通　退　職
	計

	
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額

	小学校
	406
	9,243,431
	56
	1,291,922
	2,713
	986,363
	3,175
	11,521,716

	中学校
	289
	6,595,585
	57
	1,316,451
	1,713
	694,020
	2,059
	8,606,056

	高等学校
	359
	8,194,079
	39
	897,426
	809
	602,483
	1,207
	9,693,988

	支　援　学　校
	120
	2,671,165
	19
	437,425
	1,036
	473,764
	1,175
	3,582,354

	計
	1,174
	26,704,260
	171
	3,943,224
	6,271
	2,756,630
	7,616
	33,404,114


非常勤・旅費グループ
１　報酬等・旅費の支給事務

府立学校及び市町村立学校の非常勤職員等の報酬等及び府立学校の教職員及び市町村立学校の府費負担教職員に係る旅費の支出並びにこれに関連する事務を行った。

（支出状況）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	報　　酬
	報　償　費
	賃　　金
	共済費
	旅　　費
	合計

	令和元年度
	4,559,705
	116,947
	404,664
	5,149,091
	993,035
	11,223,442

	平成30年度
	4,612,207
	115,697
	423,976
	5,015,093
	1,045,507
	11,212,480

	平成29年度
	4,841,514
	113,040
	461,582
	4,987,486
	1,088,351
	11,491,973


（令和2年5月31日）
· 　共済費：非常勤職員等の報酬等にかかる社会保険料、労災保険料、雇用保険料

２　非常勤職員等に係る社会保険・労働保険の適用事務

府立学校及び市町村立学校の非常勤職員等に係る社会保険・労働保険の適用事業所として、所管する大手前年金事務所、大阪東公共職業安定所、大阪中央労働基準監督署に対して所定の

手続きを行った。

　　社会保険資格取得等の人数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

	
	社会保険資格取得届
	資格喪失届
	合　　　　計

	令和元年度
	３，１２６

(小中）２，０１３

(府立）１，１１３
	３，２８６

（小中）２，０２２

（府立）１，２６４
	６，４１２

	平成30年度
	３，１０６
	３，１９１
	６，２９７

	平成29年度
	３，２２６
	３，１３３
	６，３５９


　　
　　雇用保険資格取得等の人数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

	
	雇用保険資格取得届
	資格喪失届
	合　　　　計

	令和元年度
	２，３１７

(小中）１，２３３

(府立) １，０８４
	１，９４７

　(小中）１，０４７

(府立)　　９００
	４，２６４

	平成30年度
	２，４５３
	１，８５１
	４，３０４

	平成29年度
	１，０１６
	９８０
	１，９９６


　
府立学校グループ

１　給与の決定、手当の認定・支給

府立学校教職員の給料の決定事務を行うとともに、総務サービスシステム（平成16年度から運用）により給与の支給及び扶養・住居手当・児童手当の認定・支給事務を行った。

(1) 給料の決定

府立学校教職員の初任給の決定、昇格等の給料決定事務を行った。

(2) 府立学校教職員の給料等の支出
府立の高等学校、支援学校の給料等の支出並びにその他これらに関する事務を行った.

令和元年度                                                        （単位：千円）

	                                                     
	高　等　学　校
	支　援　学　校
	計

	給　　　料
	　37,599,690
	21,464,567
	59,064,257

	職員手当等
	  25,369,644
	14,064,790
	39,434,434

	　　計
	　62,969,334
	35,529,357
	  98,498,691


児童手当を含む。
平成30年度                                                        （単位：千円）
	                                                     
	高　等　学　校
	支　援　学　校
	計

	給　　　料
	　38,798,378
	21,416,485
	60,214,863

	職員手当等
	　25,734,017
	13,754,726
	39,488,743

	　　計
	　64,532,395
	35,171,211
	  99,703,606


児童手当を含む。

平成29年度                                                        （単位：千円） 

	
	高　等　学　校
	支　援　学　校
	計

	給　　　料
	　40,399,116
	21,520,622
	61,919,738

	職員手当等
	　26,285,367
	13,563,006
	39,848,373

	　　計
	　66,684,483
	35,083,628
	 101,768,111


児童手当を含む。

(3) 扶養手当、住居手当、児童手当の認定・支給
府立学校教職員の扶養手当・住居手当・児童手当の認定・支給事務を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	扶養手当
	1,513
	1,359
	1,513

	住居手当
	1,835
	1,941
	1,955

	　児童手当
	3,336
	2,963
	2,986

	計
	6,684
	6,263
	6,454


小中学校グループ

１　給与の決定、支給

平成18年9月から総務サービスシステムの市町村立学校への運用を開始し、平成19年4月に組織改変に伴って、府費負担教職員の給料の決定事務を行うとともに、給与の支給事務を行った。

(1) 給料の決定

府費負担教職員の初任給の決定、昇格等の給料決定事務を行った。（大阪市、堺市、豊中市、池田市、箕面市、能勢町及び豊能町は除く。）

(2) 府費負担教職員の給料等の支出
小学校、中学校、高等学校（定時制）、支援学校の給料等の支出に関する事務を行った。
　　 なお、高等学校（定時制）、支援学校の給料等の支出は、府立学校グループに合算で計上。

令和元年度府費負担教職員の給料等の支出状況（児童手当を含む）
（単位：千円）

	
	小　学　校　費
	中　学　校　費
	計

	給　　　料
	67,845,180
	38,460,668
	106,305,848

	職員手当等
	45,028,182
	26,676,298
	71,704,480

	合　　　計
	112,873,362
	65,136,966
	178,010,328


平成30年度府費負担教職員の給料等の支出状況（児童手当を含む）
（単位：千円）

	
	小　学　校　費
	中　学　校　費
	計

	給　　　料
	67,251,230
	38,739,677
	105,990,907

	職員手当等
	42,984,581
	26,091,531
	69,076,112

	合　　　計
	110,235,811
	64,831,208
	175,067,019


平成29年度府費負担教職員の給料等の支出状況（児童手当を含む）

（単位：千円）

	
	小　学　校　費
	中　学　校　費
	計

	給　　　料
	67,179,396
	39,634,204
	106,813,600

	職員手当等
	42,101,777
	26,193,808
	68,295,585

	合　　　計
	109,281,173
	65,828,012
	175,109,185


 (3) 児童手当の認定・支給
府費負担教職員の児童手当の認定・支給事務を行った。
	
	認　　定　　・　　支　　給　　件　　数

	令和元年度
	７，４１３件

	平成30年度
	６，９５３件

	平成29年度
	６，４８６件


　　　　　　　　　　　　　　　

２　認定事務に関する相談・研修事業
府費負担教職員の人事行政事務に係る事務処理の特例に関する条例により、府内市町村立学校長が行っている扶養・住居・通勤手当に係る認定事務の適正な処理を図るため、認定事務に関する相談事業及び研修事業（大阪市立及び堺市立を除く。）を次のとおり行った。

(1) 電話、メール及び来庁による相談

学校からの問い合わせに対し、電話、メール及び来庁により認定事務に関する相談に対応した。

また、SSCコールセンターのバックオフィスとして、当グループが連携して認定の相談に対応した。

(2) 学サ調査

府内小中学校（大阪市・堺市除く）の６分の１に相当する学校を選定し、給与支給事務が適正に行われているかどうか調査を実施した。
	
	監　　査　　対　　象　　校

	令和元年度
	１４４校

	平成30年度
	１５０校

	平成29年度
	１６９校


　　

(3) 研修事業
府費負担教職員の給与支給事務を処理している立場から、学校長の認定事務が主体的かつ適正に行われるようサポートする研修を行った。また、給与、旅費が適正に支給されるよう学校事務職員に職務能力向上のため研修を行った。
・校長研修
	研修名・内容等
	対 象
	時 期

	新任校長研修会
○三手当認定等について

○旅費事務について
	新任校長
	4/15(月)PM
（半日）

	現任校長研修会
○学サ調査結果概要について

○旅費の予算等について　　　他
	全校長
	10/11(金)
10/18(金)

午前・午後

計４回実施


・事務職員研修
	研修名・内容等
	対 象
	時 期

	ＳＳＣ入力研修
○ＳＳＣシステムの基本操作研修
	新規採用事務職員
臨時主事
※臨時主事は
初任者に限る

	４/9(火)
４/10(水)

午後

２回実施

	新規採用事務職員・臨時主事研修会Ⅰ
○給与支給事務等について
○３手当認定事務について
○旅費支給事務について
	
	４/19(金)
全日

	新規採用事務職員・臨時主事補完研修会
○期末勤勉手当支給事務について

○児童手当について

○3手当認定事務、通勤・住居・扶養手当について

○給与支給事務について

○旅費支給事務について
	
	５/23(木)
全日

	新規採用事務職員及び臨時主事研修会Ⅱ
○税務署の仕事と税の基礎について

○年末調整の概要と実際の実務について
○三手当認定事務について
○旅費支給事務について
○産休・育休について
	
	８/21(水)
全日

	現任学校事務職員及び臨時主事研修会
○学サ調査結果報告（3手当等）

○学サ調査結果報告（旅費）
	全事務職員
（臨時主事含む）
	９/26(火)
９/27(水)

午前・午後

計４回実施

	学校事務職員・臨時主事夏期研修会
○三手当認定事務について

○昇給事務について

○共済制度概要について


	
	7/22(月)終日
7/23(火)終日
7/26(金)午後

7/29(月)終日
7/30(火)終日
8/ 5(月)終日
8/ 9(金)終日計16回実施


３　総務事務システムの市町村への展開にかかるシステム及び端末機器等・ネットワークの維持

管理を行った。
　　　　　総務事務システムの市町村への展開に関わる事業費　　　　

（単位：千円）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額
	99,682
	98,830
	89,899

	決算額
	97,083
	97,254
	87,512


